　　　越前市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱
（目的）

第１条　この要綱は、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、越前市が交付する浄化槽設置整備事業の補助金の交付に関し、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 浄化槽　浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規定する浄化槽をいう。

(2) 合併処理浄化槽　し尿と併せて雑排水を処理する浄化槽であって、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３２条の汚物処理性能に関する技術的基準に適合し、かつ、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けた構造を有するものをいう。
(3) 単独処理浄化槽　し尿のみを処理する浄化槽をいう。
(4) 汲み取り槽　便所（簡易水洗式便所を含む）からの汚物を一時的に貯留し、後に汚物を汲み取る方式の槽をいう。
(5) 単独槽等　単独処理浄化槽及び汲み取り槽をいう。
(6) 宅内配管工事　建物内のし尿及び雑排水を合併処理浄化槽へ流入する管、合併処理浄化槽から側溝等へ放流する管及び桝を設置する工事、及び既設配管を撤去する工事をいう。
（補助金の交付）
第３条　市長は、合併処理浄化槽を設置しようとする者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。ただし、次の各号に掲げる要件を全て満たす者に限る。
(1) 次条に定める補助対象区域内に設置する５０人槽以下の合併処理浄化槽であること。

(2) 浄化槽法第５条第１項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に基づく確認を受けていること。

(3) 住宅等を借りている者が設置する場合は、賃貸人の承諾を得ていること。

(4) 申請年度内に便所、台所、風呂等と浄化槽の間及び浄化槽と放流先の間を管渠で接続すること。

(5) 建売住宅等に浄化槽を設置する場合など、当該建物の販売又は賃貸を目的とした行為に付随して浄化槽を設置するものでないこと。

(6) 浄化槽の設置に係る工事及び宅内配管工事を一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会（以下「協会」という。）施工部会会員が施工すること。

(7) 国、地方公共団体、公社その他これらに類する団体が設置するものでないこと。

(8) 設置した浄化槽の維持管理に係る委託契約を１５年以上協会と締結すること。

(9) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が市税を滞納していないこと。

(10) この要綱による補助金を受けて設置した浄化槽を廃して、新たに浄化槽を設置する場合にあっては、次のいずれかに該当するものであること。

ア　設置後１５年を経過し、修繕が困難な場合

　イ　自然災害等の不可抗力により浄化槽の再設置が必要となった場合

ウ　居住用の建物において、当該建物に居住する者が増えたことに伴う増改築等により浄化槽の人槽拡大が必要となった場合。ただし、廃する浄化槽が設置後７年以上経過している場合に限る。
（補助対象区域）
第４条　浄化槽設置整備事業の補助対象区域は、公共下水道の計画区域外及び農業集落排水事業等の事業認可区域外（以下これらを単に「合併処理浄化槽整備区域」という。）並びに公共下水道の計画区域内であって、公共下水道の事業認可区域外の区域とする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。
（補助金額）
第５条　補助金の額は、合併処理浄化槽の設置に要する費用（別表第１の人槽区分欄に掲げる区分ごとに定める額を上限）とする。
２　居住用の建物において、当該合併処理浄化槽の設置に際し、既存の単独槽等を合併処理浄化槽に転換する場合で当該既存の単独槽等の撤去をするときは、前項の規定により算出される補助金の額に、当該既存の単独槽等の撤去(埋戻しを除く。)に要する費用から１，０００円未満の端数を切り捨てた額を加算する。ただし、加算する額は、単独処理浄化槽の場合は１２０，０００円、汲み取り槽の場合は９０，０００円を上限とする。
３　居住用の建物において、既存の単独槽等を１０人槽以下の合併処理浄化槽に転換する場合で、宅内配管工事を伴うときは、前２項の規定により算出される補助金の額に、当該宅内配管工事に要する費用から１，０００円未満の端数を切り捨てた額（別表第２の人槽区分欄に掲げる区分ごとに定める額を上限）を加算する。
（補助金交付申請）
第６条　申請者は、合併処理浄化槽の設置を行う前に補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。
(1) 審査機関を経過した浄化槽設置届の写し又は建築確認通知書の写し
(2) 設置場所の位置図及び配管予定図
(3) 住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書
(4) 全国浄化槽推進市町村協議会の浄化槽登録制度に基づく登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ表）
(5) 財団法人浄化槽設備士センターが交付する小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し又は昭和６３年度以降に浄化槽設備士免状の交付を受けた者はその写し

(6) 工事請負契約書の写し又は工事に関する覚書の写し

(7) 浄化槽法第７条に規定する検査を依頼したことが分かる書類の写し

(8) 合併処理浄化槽の維持管理を一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会に委託することが確認できる書類

(9) 浄化槽設置の施工に係る工事内容、費用等を記入した明細書又は見積書の写し

(10) 第５条第２項に該当する申請者においては、既存の単独槽等の撤去の費用見積書等の写し、配置図及び現況写真

(11) 第５条第３項に該当する申請者においては、宅内配管工事内容、費用等を記入した明細書又は見積書の写し、現況配管図、及び既存の単独槽等の現況写真

(12) 誓約書（様式第２号）

(13) その他、市長が必要と認める書類
（交付の決定及び通知書類）
第７条　市長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査して補助金の交付の可否を決定するものとする。
２　市長は、前項の規定により、補助金を交付すると決定した者に対しては、補助金交付決定通知書（様式第３号）により、交付しないと決定した者に対しては、補助金不交付通知書（様式第４号）によりそれぞれ通知する。
（変更承認申請書等）
第８条　前条第２項の規定により、補助金交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、補助金申請内容を変更する場合又は補助事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　補助対象者は補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。
（実績報告）
第９条　補助対象者は、補助金に係る事業完了後速やかに、実績報告書（様式第６号）に次の各号の書類を添付して、市長に提出しなければならない。
(1) 現場施工写真

(2) 排水設備工事図面

(3) 工事チェックリスト

(4) 工事請求書（明細の分かるもの）及び領収書の写し等施工の内容と当該工事代金を支払ったことがわかるもの

(5) 第５条第２項に該当する申請者においては、既存の単独槽等を撤去した際の産業廃棄物管理票（マニフェスト）の写し及び撤去作業時の写真

(6) 第５条第３項に該当する申請者においては、既存の単独槽等の機能を廃したことがわかる写真

(7) 第３条第１０号ウに該当する申請者においては、当該住居に新たに居住した者に係る住民票の写し

(8) その他、市長が必要と認める書類
（交付額の確定）
第１０条　市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、補助事業の成果が、補助金交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の交付額を確定し補助金交付額確定通知書（様式第７号）を交付するものとする。
（補助金の請求）
第１１条　補助対象者は、第１０条の規定による補助金の交付額の確定後、補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
（補助金交付の取消し）
第１２条　市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 不正の手段により補助金を受けたとき。
(2) 補助金交付の条件に違反したとき。
(3) その他、市長が適当でないと認めたとき。
（補助金の返還）
第１３条　市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の返還を命ずることができる。
(1) 前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているとき。
(2) 補助金（合併処理浄化槽整備区域以外の補助対象区域内において合併処理浄化槽を設置したことに係るものに限る。）の交付を受けた者が、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１０条及び越前市下水道条例（平成１７年越前市条例第１８９号）第８条の規定に違反したとき。

(3) 誓約書に記載された事項に違反したとき。ただし、市長が特別な事情があると認めたときは、この限りではない。
（その他）
第１４条　市長は、補助事業を適正に執行するため、合併処理浄化槽の設置工事の状況を施行の現場において確認する。
第１５条　浄化槽の所有者又は使用者は、機能を常に良好な状態で保持するため、保守点検及び清掃を定期的に行う等、適正な維持管理をしなければならない。
第１６条　この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、市長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行の日の前日までに、武生市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱及び今立町合併浄化槽設置整備事業補助金交付要綱の規定によりなされた手続、処分その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。
（この要綱の失効）
３　この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。　
　　附　則
この要綱は、平成１９年３月３０日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定は、平成１９年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成１９年７月５日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。
　　附　則
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱中第１条の規定は平成２４年４月１日から、第２条の規定は平成２３年１０月１日から施行する。
　　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成２４年１１月１２日から施行する。
（経過措置）
２　第１条の規定による改正後の越前市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第６条の規定は、平成２４年４月１日から適用する。
　　附　則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附　則
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成２８年１０月３日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行の日の前日までに改正後の越前市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第５条の２第１項第１号に規定する契約があった場合は、同号中「一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会施工部会会員」とあるのは「一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会施工部会会員（越前市浄化槽維持管理協会施工部会会員を含む。）」と、第６条第９号中「一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会会員」とあるのは「一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会会員（越前市浄化槽維持管理協会会員を含む。）」とし、同要綱第５条の２第１項第２号に規定する契約があった場合は、同号、第６条第９号及び第９条第７号中「一般社団法人越前市浄化槽維持管理協会会員（越前市浄化槽維持管理協会会員を含む。）」とする。
附　則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、附則第３項の改正後の規定は同年３月３１日から適用する。
　　附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和４年１月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
別表第１（第５条第１項関係）
	人槽区分
	上限額

	５人槽
６～  ７人槽
８～１０ 〃
１１～２０ 〃
２１～３０ 〃
３１～５０ 〃
	 　　　　　　　    円
３９０，０００
４７４，０００
６６０，０００
１，００２，０００
１，５４５，０００
２，１２９，０００


別表第２（第５条第３項関係）
	人槽区分
	上限額

	    ５人槽
    ６～１０人槽
	円 
２４０，０００
３００，０００


様式第１号（第６条関係）
年    月    日　
越前市長    　　　　　　　殿  
〒　　　　　　　　
申請者　　住  所　　　　　　　　　　　　

氏  名　　　　　　　　　　　　
電  話　　　　－　　　－　　　

日中連絡先　　　　－　　　－　　　
 eq \o\ad(補助金交付申請書,　　　　　　　　　　　)
　越前市浄化槽設置整備事業補助金の交付を受けたいので越前市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり補助金の交付を申請します。

　また、市長が、私の市税納付状況について確認すること及び住民基本台帳を閲覧することに同意します。
記

	１　設置場所の所在地番
	越前市

	２　交付申請額
	金　　　　　　　　　　　　　円

	３　建物の用途及び

居住予定人数
	ア：住宅　イ：併用住宅　ウ：非住宅
	　　　人

	４　新築等の別及び

現宅の状況又は

設置の目的
	ア：現宅の居住者の一部が住むための新築

	
	上記以外の新築

	
	現宅の状況
	イ：賃貸住宅又は市外

ウ：市内の公共下水道又は集落排水を使用している戸建住宅

エ：市内の浄化槽又は汲み取り槽の戸建住宅

	
	新築以外

	
	設置の目的
	オ：単独処理浄化槽又は汲み取り槽の家屋の同一敷地内で建替・増改築

カ：単独処理浄化槽又は汲み取り槽の家屋の別敷地へ建替

キ：家屋の単独処理浄化槽又は汲み取り槽を合併処理浄化槽に転換

	
	ク：非住宅・その他（　　　　　　　　　　　　）

	オ～クを選択した場合
	単独処理浄化槽又は汲み取り槽撤去　Ａ：あり　Ｂ：なし
宅内配管工事　　　　　　　　　　　Ｃ：あり　Ｄ：なし

	５　住宅等所有者
	ア：本人　　イ：共有　　ウ：その他（　　　　　）

	６　着工年月日
	年　　　　月　　　　日

	７　事業完了予定年月日
	年　　　　月　　　　日


様式第２号（第６条関係）

誓約書
私は、越前市浄化槽設置整備事業補助金の交付を受けて整備した浄化槽について、越前市浄化槽維持管理協会に維持管理の委託を１５年以上行うことを誓約します。
また、補助金の交付を受けた日から１５年が経過するまでに、委託を終了した場合は、交付された補助金の返還を求められても一切異議は唱えず、速やかに返還します。

なお、当該浄化槽の所有権を移転する場合、上記の義務を次の所有者に確実に引き継ぎます。
年　　月　　日
申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　印　
越前市長　殿
様式第３号（第７条関係）
越　　第　　　　号
　　　年　　月　　日

住　所　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　様
越前市長

補助金交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった越前市浄化槽設置整備事業補助金の交付については、次のとおり交付することに決定したので通知します。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及びその内容は、　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金交付申請書のとおりとします。
２　補助事業の補助金の額及び交付については、次のとおりとします。
　　　　補 助 金 の 額　　　　　　　　　　　　　 円
　　　　補助金は、事業が完了し実績報告書提出後、補助対象者の請求に基づき速やかにその金額を交付します。
３　補助対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、市長の承認を受けなければなりません。
(1) 補助事業の内容又は経費の配分の変更をする場合。
(2) 補助事業を中止し、または廃止しようとする場合。

(3) 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行に困難となった場合においては、速やかに市長に報告して指示を受けること。
４　市長は、補助事業の施行状況等に関し、関係職員に検査をさせることがあります。

５　補助対象者は、補助事業が完了したときは、速やかに、かつ、当該申請した年度の３月３１日までに実績報告書を市長に提出しなければなりません。

６　補助対象者は、この補助金に係る証拠書類を補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５年間整備保存しなければなりません。

７　市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがあります。

(1) 補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。

(2) 補助事業を承認なくして変更し、中止し、又は廃止したとき。

(3) 詐欺その他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。

８　前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用があるものとします。

様式第４号（第７条関係）
                                      越　　第　　　　号
　　年　　月　　日
住所
氏名  　　　　　　　　　  様  
越前市長
補助金不交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付け越前市浄化槽設置整備事業補助金交付申請については、越前市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱第３条の規定に基づき不交付と決定したので、同要綱第７条第２項の規定に基づき通知します。
記
不交付の理由：１　補助金交付要綱第３条第１号に該当
　　　　　　　　２　補助金交付要綱第３条第２号に該当
　　　　　　　　３　補助金交付要綱第３条第３号に該当
　　　　　　　　４　補助金交付要綱第３条第４号に該当
　　　　　　　　５　補助金交付要綱第３条第５号に該当
　　　　　　　　６　補助金交付要綱第３条第６号に該当

　　　　　　　　７　補助金交付要綱第３条第７号に該当
　　　　　　　　８　補助金交付要綱第３条第８号に該当
　　　　　　　　９　補助金交付要綱第３条第９号に該当
様式第５号（第８条関係）
　　年　　月　　日  
越前市長    　　　　　  殿  
補助対象者　　住  所　　　　　　　　　　　　

氏  名　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(変更承認申請書,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　年　　月　　日付け越　　第　　　　号で補助金交付決定を受けた越前市浄化槽設置整備事業補助金について、申請内容を下記のとおり変更したいので承認願います。
記
１補助金申請内容の変更   ２補助事業の中止   ３補助事業の廃止
    　該当するものに〇をつけて下さい。
    　（理由）
様式第６号（第９条関係）
                                          　　年　　月　　日　
越前市長  　  　　　　　 殿  
補助対象者　　住  所　　　　　　　　　　　　

氏  名　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(実績報告書,　　　　　　　　　　　)
　　　　　年　　月　　日付け越　　第　　　　号で補助金交付決定を受けた越前市浄化槽設置整備事業が完了したので、下記のとおり報告します。
記
１  補助金交付決定額          金                  円
２   eq \o\ad(事業完了年月日,　　　　　　　　)              　　年　　月　　日
様式第７号（第１０条関係）                                  

                                      越　　第　　　　号
　　年　　月　　日
住所
氏名　　　　　　　　　　　様
越前市長 　
　
補助金交付額確定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった越前市浄化槽設置整備事業について、次のとおり補助金の額を確定したので通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 記
	交付決定年月日
	　　　　年　　月　　日

	交付決定番号
	越　　第　　　　　号

	補助金の交付決定金額
	金　　　　　　　　　　　　円

	補助金の交付確定金額
	金　　　　　　　　　　　　円


交　付　確　定　額　の　算　出

	区　分
	補助限度額①
	補助対象工事費②
	①と②を比較して少ない方の額

	合併処理浄化槽
（　　人槽）
	円
	円
	円

	単独浄化槽又は汲み取り槽撤去
	円
	円
	円

	宅内配管工事
	円
	円
	円

	合計
	円


１　補助金の返還を求められたときは、その返還を求められた補助金に加え、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和３０年法律第１７９号)の規定の例により計算して得た額の加算金及び延滞金を市に納付しなければなりません。この場合において、加算金の割合は年１０．９５パーセント、延滞金の割合は年１０．９５パーセントとします。

２　補助対象者は、この補助金に係る証拠書類を補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５年間整備保存しなければなりません。

３　補助対象者は、規則で定めるときを除いて、補助事業に係る財産を市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付、若しくは用途を廃止し、又は担保に供してはなりません。

４　市長は、補助事業の施行状況等に関し、補助対象者に対して報告を求めること、又は職員に関係書類その他の物件について調査をさせることがあります。

５　補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、既に補助金が交付されている場合であっても、補助金を返還しなければなりません。

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。

(2) 規則その他関係規定及び交付の条件並びにこれらに基づく市長の指示に違反したとき。
様式第８号（第１１条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　年　　月　　日
越前市長　　　 　　　 　　殿
補助対象者　　住  所　　　　　　　　　　　　

氏  名　　　　　　　　　　　　
補　助　金　交　付　請　求　書
　　　　　　年　　月　　日付けで交付決定通知のあった次の補助金について、下記のとおり交付を請求します。
記
	交付決定年月日
	　　　年　月　日

	交付決定番号
	越　　第　　　　　　　号

	補助事業等の名称
	越前市浄化槽設置整備事業

	補助金の交付決定額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金の交付確定額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	今回請求金額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金の振込先
	金融機関名
	銀行・信金　        本店・支店

金庫・農協　    　  本所・支所・出張所

	
	預金種別
	普通　・　当座　・　その他

	
	口座番号
	

	
	口座名義

（カタカナ）
	


